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内容梗概：本稿では，震災がもたらす様々な音環境の問題のうち，著者がこれ

まで研究に携わってきた，避難所における音環境め問題応急仮設住宅におけ

る音環境の問題視覚障害者が指摘する音環境の問題について概観した．その

上で，これらの問題は，災害時であっても最低限保障すべき音環境の姿が明確

化されていないことに起因して生じるものと考えられることを指摘した．今後

同様の問題を繰り返さないためにも，人の福祉と尊厳を保つために，災害時で

あっても最低限保障すべき音環境の姿を明確化し，それを実現するための方策

を構想するという，音環境政策に係る議論が必要不可欠であることを指摘した．
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1　はじめに

　本年3月11日に宮城県沖で発生した大地震とそれ

に伴う大津波は，極めて広範な地域に，直接的なもの

から間接的なものまで，そして甚大なものから軽微な

ものまで，非常に多岐にわたる問題をもたらした．音

環境の問題もそのうちの1つである．

　東日本大震災がもたらした音環境の問題の中には，

かつての震災においても，もたらされた問題が少なか

らずある．復旧，そして，復興の過程の中で起こる問

題についても同様であろう．

　今後，同様の問題を発生させないためにも，震災に

よってもたらされる音環境の問題について，幅広い検

討をしていく必要があろう．そのための一助として，

本稿では，著者がこれまで研究に携わってきた，避難

所の音環境の問題，応急仮設住宅の音環境の問題，視

覚障害者が指摘する音環境の問題について概観する．

2　避難所における音環境の問題をめぐって

　災害時に設置される避難所は，被災者の一時的な生

活場所である．避難所生活は，大型台風による災害な

ど住宅の被害が少ない場合は短期間で終息するが，震

災のように多数の住宅が倒壊した場合や原発事故のよ

うに多数の被災者が長期間に渡って自宅に戻れない場

合は，長期間に渡る．例えば，阪神淡路大震災時の神

戸市の被災者の場合［1］で最長216日，新潟県中越地

震時の山古志村（現在は長岡市に編入）の被災者の場

合［2］で最長60日であった．そして，今般の震災につ

いては，本稿を執筆している10月18日（震災後222

日）現在，まだ避難所は解消してitNない．

　避難所として供用される施設は，主として，体育館

や公民館といった公共施設である．これらの施設は，

元来，避難所を主たる用途として設計されたものでは

ない．そのため，それら施設が避難所として供用され

る際には，生活環境上の問題が生じることが懸念され

る．音環境の問題はその1つである．

　避難所生活者は，避難所以外での生活者と比べてス

トレス強度が強いことが知られている［31が，生活環

境上の問題は，そのような結果をもたらす要因の1つ

と考えられる．そのため，生活環境を改善できれば，

被災者が避難所で経験するストレスをある程度軽減で

きる可能性があると考える．

　生活環境を改善し，ストレスを軽減するためには，

避難所の生活環境にはどのような問題点があり，それ

がどのようにストレスと関係しているのかを明らかに

する必要があろう．このような考えから，著者らは，

新潟県中越地震時の山古志村の被災者を対象とした避

難生活に関する調査の中から，避難所の生活環境に関

する設問，及び，避難所生活におけるストレス経験に

ついての回答に着目し，それらの関係について検討し

てきた［4，5］．2．1節では，その成果について，音環境

の問題を中心に概観する．

　また，著者の勤務する福島大学では，今般の震災時

に避難所を設営した．この際，上述の研究成果や，新

潟県中越地震と新潟県中越沖地震の際の避難所支援活

動の経験を踏まえた避難所運営を行った［6］．その中
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で，音環境の問題についてもいくつかの試みを行って

いる．2．2節では，ここでの実践事例を紹介する．

2．1　新潟県中越地震時の避難所における音

　　　環境の問題とストレスとの関係

　2004年10月23日に発生した新潟県中越地震の際，

山古志村は村外への道路が寸断され完全に孤立したた

め，全ての村民が長岡市に設置された避難所へ入所す

ることを余儀なくされた［7］．山古志村民への避難所

として用意された避難所は，主として2つの体育館と

5つのセミナーハウス等のある程度の大きさの部屋に

よって構成された施設である．他に，ケアの必要な高

齢者とその家族向けに福祉施設が用意された．村民は，

震災翌日と翌々日に分かれて長岡市に避難し，到着順

に避難所に入所した．その後，震災11日目に，村内

での集落ごとに同じ避難所にまとまった入所となるよ

う1避難所間の引っ越しを行った．引っ越し後の避難

所で1名あたりに割り当てられたスペースは，どちら

のタイプの避難所においても約1畳分と，ほぼ同等で

あったという．そして，震災後49日目から61日目の

間に，順次応急仮設住宅へ引っ越しを行った．

　著者らは，山古志村民を対象とした避難生活全般に

関する調査を，仮設住宅に入居後の2005年8月に実

施した．調査はアンケート調査とインタビュー調査を

組み合わせたものである．

　アンケート調査は3部構成となっており，それぞれ，

対象者とその世帯の属性や被割犬況（第1部），避難

所及び応急仮設住宅での生活全般について（第2部），

将来の見通しについて（第3部）について尋ねている．

このうち本節で取り扱うのは，第2部の設問中，避難

所生活における生活環境（「生活空間の広さ」「避難所

の温度」「明るさ」「音」「におい」「風呂」「プライバ

シーの確保」「トイレ」「その他設備」の9項目）に対

する愁訴の有無と，避難所生活でのストレス経験（「不

安を感じた」「不愉快を感じた」「ストレスを感じた」

「人付き合いに困った」の4項目）の有無についてρ、

回答である．

　インタビュー調査ほ，調査対象者のアンケート調査

への回答終了後，アンケート調査の回答を基に行った．

本節に関係するインタビュー内容は，生活環境への愁

訴者，及び，ストレス経験への愁訴者に対する，その

具体的内容の聞き取りである．

　調査対象者は，8月23日と24日の調査当日，仮設

住宅に在宅であった方95名であり，°年齢層と性別に

関して，出来る限り広い層から話が聞けるよう，訪問

する家庭を調整した．本稿にかかる設問の有効回答者

数は79名である．このうち，46名（58．2％）が体育館

への避難者であり，33名（41．8％）がセミナーハウス等

への避難者であった．

　調査者は福島大学の教員4名と学生4名，福島県立

医大の研究員1名と学生8名である．このうち，福島

大学所属のものは，全員，震災ボランティアとして山

古志村支援に関わったものである．

2．1．1　避難所における音環境の問題

　まず，避難所の生活環境の問題に対する愁訴者数を

表1に示す．なお，アンケYトでは，「トイレ」「風呂」

「その他設備」については別の設問で尋ねているが，こ’

れらの問題は同時に指摘されることが多かったため，

分析の段階で「設備の問題」と統合した．

　表をみるとわかるように，「設備の問題」や「生活空

間の広さ」という施設そのものについての問題につい

ては，半数以上の調査対象者が愁訴している．それに

対して，「温度」「音」「におい」「明るさ」といった感

覚的な問題については，何れも半数以下のものしか愁

訴していない．音の問題に対する替訴者は35名であ

り，今回尋ねた7項目の中では5番目に愁訴者数の多

い問題に過ぎなかった．

　また，音の問題に対して愁訴した35名のうち，2蔓名

が体育館避難者であり，これは体育館避難者の56．5％に

相当する．これに対し，セミナーハウス等への避難者

の場合，加．3％に相当する9名からのみの愁訴であっ

た．このように，体育館避難者の方が音環境に対する

愁訴率が高く，これは統計的に有意である（x2検定，’

P＜二〇．05）．

　次は，インタビュー調査から得られた避難所の音環

境の具体的な問題についてである．インタビュV－・・一調査

の際に，音環境の問題について具体的な内容を指摘し

た方は25名であった．表2に，その内容と指摘者数

を示す．

　前述のとおり，体育館避難者とセミナーハウズ等避

難者では音の問題についての愁訴率に有意差が見られ

たが，表2のように，問題の具体的な内容についても

避難所形態問で差が見られる．

　　「子供が騒ぐ・子供が泣く」という問題についてはゼ

避難所の形態に関わらず，多くの回答者から指摘され

ている．この点に関連して，子供を持つ母親から，「小

さい子どもがいるため，自分たちが発信源になってし

まい，気疲れがあった」という回答があった．同時に，

「子どもが騒いだりしていたが，親も気にしているの

だと思って我慢した」という回答も得られている．

　　「他の避難者の話し声」としては，夜間，特に，消

灯時間後の話し声が指摘されている．これについても，

避難所の形態を問わずに指摘されている．

　　「全体的にうるさかった」というのは，特定の音が
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表1：避難所の生活環境の問題に対する愁訴者数

生活環境要素 愁訴者数

設備の問題　　　　　54（68．4％）

生活空間の広さ　　　52（65．8％）

避難所の温度　　　　37（46，8％）

プライバシーの確保　37（46．8％）

音35（44．3％）
におい　　　　　　　18（22．8％）

明るさ　　　　　　　12（15．2％）

表2：避難所における音環境の問題の具体的内容

問題の具体的内容

　　避難所種別

爾「計子供が騒ぐ・子供が泣く

他の避難者の話し声

全体的にうるさかった

足音

いびき

テレビの音

環境騒音

咳

ドアの開閉音

6

5

4

4
2

2
1

2

0

4　10

1　　6

0　　4

0　　4

1　　3

0　．2

1　　2

0　　2

1　　1

気になったのではなく，避難所の音環境が全体的に見

てガヤガヤうるさかったという回答である．このよう

な回答は，体育館避難者のみから得られている．

　「足音」については，夜間にトイレ等に行く人の足

音が，睡眠の邪魔であったという指摘である．これも

体育館避難者のみから指摘されている．

　「テレビの音」は，1台めテレビを多くの人数で見

るので大音量にしなくてはならなかったため，テレビ

を見る気のない人にとってはうるさかったという指摘

である．この指摘もまた，体育館避難者からのみ回答

されている．

　このように，避難所の形態に関わらず，避難者から

指摘されている問題もあるものの，体育館避難者特有

の音の問題もあったことがわかる．それゆえ，愁訴率

のみならず，具体的な問題の内容という観点からも，

体育館型の避難所の音環境はセミナーハウス等の音環

境と比べて悪いものであったと結論付ける．

2．1．2　避難所における生活環境の問題とストレスと

　　　の関係

　続いて，避難所における生活環境の問題とストレス’

との関係について多重ロジスティック回帰分析を用い

て検討した．目的変数は，前述のストレスに関する4

つの設問に対する愁訴の有無である．

　説明変数には，事前にスクリーニングのため，避難

所における各生活環境の問題とストレスとの関係につ

いてx2分析を行い，そこで有意な結果が得られた生

活環境の問題に対する愁訴の有無を投入することとし

た．その結果，「不安を感じた」に対しては「明るさ」

と「音」の2項目，「不愉快を感じた」に対しては「生

活空間の広さ」「明るさ」「音」「プライバシーの確保」

「設備の問題」の5項目，「ストレスを感じた」に対し

ては「明るさ」「音」「におい」「プライバシーの確保」

「設備の問題」の5項目，そして「人付き合いに困まっ

た」に対しては「明るさ」「音」「プライバシーの確保」

「設備の問題」の4項目が説明変数となった．また，交

絡要因として，性別，年齢（60才以上と60才未満の

2群）を調整した．

　結果を図1に示す．

　（a）‘で示した「避難所生活で不安を感じたことがあ

る」と生活環境に対する愁訴の関連では，音に対する

愁訴のオッズ比が7．4（95％信頼区間：2．2－25．3）と大き

く，これのみが統計的に有意であった．この結果は，

、避難所の音環境に対して不満を抱くことと避難所生活

で不安を感じることとの間には，強い関係があること

を意味している．

　ここで，インタビュー調査で得られた，避難者が避

難所生活で感じた不安の具体的な内容をみると，その

ほとんどが余震に対する不安か将来への不安であり，

音に直接関連する内容を述べたものは一人もいなかっ

た．それにも関わらずこのような結果が得られたの

は，次のように考えられる．避難所生活で音環境に対

して愁訴したものは，しなかったものと比べて騒音感

受性が高いものであると考えられる．そして，例えば

MiedemaとVosがレビューしているように，騒音感

受性と神経症との間には相関関係がみられることが知

られている．これらから，音環境に対して愁訴レやす

い傾向があるものは，不安感を感じやすい傾向を持つ

と考えられる．

　（b）で示した「避難所生活で不愉快に感じたことが

ある」と生活環境に対する愁訴の関連では，音に対す

る愁訴（オッズ比：8．2，95％信頼区間：1．9－35．0）とプラ

イバシーの確保に対する愁訴（オッズ比：7．1，95％信頼

区間：1．7－28．6）の2項目で，統計的に有意（p＜0．01）

で大きなオッズ比が得られている．この結果から，避

難所の音環境および，プライバシーの確保に対して

不満を抱くことと，避難所生活で不愉快を感じること

との間にもまた，強い関係があることがわかる．

　さらに，（c）で示した「避難所生活でストレスを感

じたことがある」と生活環境に対する愁訴の関連では，
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（d）人付き合いに困った

諸

図1：生活環境の問題とストレスとの関係

（オッズレシオと95％信頼区間を表示した）
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音に対する愁訴のオッズ比が5．5（95％信頼区間：1．5

－

20．3）’と大きく，一これのみが統計的に有意（p＜0．05）

なオッズ比である．この結果は，避難所の音環境に対’

して不満を抱くことと避難所生活でストレスを感じる

ことの間にも，明らかな関係があることを意味する。

　ここでまた，インタビュー一調査の結果を見ると，「不

愉快に感じたことがある」と「ストレスを感じたこと

がある」の2種のストレス体験については，その原因

が音の問題であることを指摘したものが，複数存在す

る．そして，他の生活環境の問題で，これらのストレ

ス体験の原因として挙げられていたのは，「プライバ．

シー一の確保」のみであった．これらのことは，多重ロ

ジスティック回帰分析の結果を支持するものである．

　しかしながら，（d）で示した「避難所生活で人付き

合いに困ったことがある」と生活環境に対する愁訴の

関連では，音に対する愁訴はオッズ比が1・2（95％信頼

区間：0．3－4．8）と1に近い値であり，統計的に有意で

はない．これは，避難所の音環境に対する不満は，人

付き合いの困難さとの間に，強い関係性を持たないこ

とを意味する．実際インタビューの中で，人付き合

いに困難を感じたことの原薗として音の問題を挙げた

ものはいなかった．

　以上より，避難所生活で感じる不愉快さとストレス

については，避難所の音環境を改善することによ甑

一
定程度軽減することができると考えられる．

2．1．3　　，J、キ舌

　新潟県中越地震の際の山古志村の避難者を対象とし

た調査より，避難所の音環境の問題について明らかと

なったことは，次のとおりである．避難所の生活環境

の問題の中で，音の問題より愁訴率が高い問題は多々

あるが，ズトレス体験との関係で見ると音の問題が最

も強く結びついていた．特に，避難所生活で感じる不

愉快さとストレスの2項目については，音環璋の問題

を改善することで，一一定程度軽減できる可能性が示さ

れた．また，体育館型の遥難所は，セミナーハウス等

の避難所と比べて，明白に音環境が悪く，体育館特有

の問題もあった．

2．2　福島大学避難所での取り組み

　今般の地震において，福島大学のある福島市は，局

所的には大きな被害があったものの，倒壊した家屋は

比較的少数であった．しかしながら，福島第一原子力

発電所の事故のため，．浜通り地域を主とする原発から

半径30km圏内に居住していた方々が避難してきたた

め，市内に多くの避難所が設置された．著者が勤務す

る福島大学においても，3月17日から4月30日の間・

体育館と合宿所を避難所として供用し，ピーク時には
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150名程度の避難者を受け入れた．

　前述のとおり，福島大学では新潟県中越地震と新潟

県中越沖地震の際にボランティアチームが現地での避

難所支援活動を行ってきた．その経験を踏まえて，今

回の避難所運営では，随所に工夫を織り込んだ．それ

ら工夫のうち，避難所の音環境の改善に寄与があった

ものを，以下に紹介する．

2．2．1　床面の工夫

　体育館の床には，断熱マット（新潟県中越沖地震の

際に福島大学が支援した柏崎市比角地区の方々が，今

回いち早く届けてくれた）や体育の授業時に用いる

マットを敷き，その上一面に，毛布を敷き詰めた．こ

れは，主として防寒対策として行ったものであった．

しかし，これら敷物の吸音効果により体育館特有の残

響感がよく改善され，ガヤガヤ感をあまり感じない環

境とすることができた．

　さらに，これら敷物の効果で，歩行時に生じる足音

と振動を低減することができ，夜間であってもこれら

がほとんど気にならない環境となった．著者は新潟県

で起こった2度の震災の際のボランティアチームの一

員であり，体育館での睡眠経験が何度かあり，今回も

数日体育館で睡眠をとったが，今回の避難所ほど音に

悩まされずに就寝できた体育館型の避難所は初めてで

ある．

2．2．2　区画割における工夫

　体育館内での区画割において，入所した世帯ごとの

居住スペースの他に，勉強場所，子供の遊び場，居間

（テレビはここに配置した），支援物資配布スペース等，

機能を決めた常設の空間を，それぞれの空間に求めら

れる音環境にも配慮して設置した．このことにより，

例えば中高生が勉強している隣で，幼児たちが騒ぐと

いったような，ある程度の静けさを求める人とある程

度の音を発したい人との間の対立問題を極力避けるこ

とが可能となった．このような区画割が可能となった

のは，入所した避難者数に対して体育館の面積にある

程度の余裕があったためである．

　また，居間を複数設置し，テレビを複数台分散配置

することで，1台あたりの視聴者の数を減らした．こ

れにより1台あたりの音量を下げることが可能となり，

テレビの音の大きさの問題を解消することができた．

テレビを複数台設置したことの副次的効果として，そ

れぞれで別のチャンネルを放映することができたため，

チャンネル争いが起こらないというものもあった．

　これらの試みにより，福島大学避難所の音環境は，

体育館型の避難所としてはかなり良好なものであった

と思う．音環境以外の面においても，様々な工夫がな

されたことにより，生活環境全体で見ても，かなり良

好な避難所であったと考える．実際著者は，他の避

難所から福島大学避難所に移ってきた方から，「ここの

避難所は，快適で，居心地が格段によい」という評価

の言葉を直接聞いている．そのため，避難者が避難所

生活で感じたストレスは，他の体育館型の避難所と比

較すると少なかったのではないかと思われる．避難者

の方々が，「いつか大きく成長したらみんなで見よう」

’［9］ということで，自発的に桜の植樹をしてくださった

こと，避難所運営スタッフが「ここは日本一の避難所

だ」［9］と言われたことなどは，それを支持する出来

事であると考える．

2．2．3　　，JN｝舌

　この節最後に，福島大学避難所で得た音環境に関わ

る教訓をまとめると次のようなものとなる．避難所と

して用いる施設は，理想的には，吸音処理が十分に施

された体育館等，音環境にも十分配慮した建物を指定

すべきである．それが不可能な場合，もし，体育館を

避難所として指定するのであれば，せめて，毛布とと

もに，体育館一面分の断熱材を常備しておくべきであ

る．また，避難所設置時には，避難世帯ごとの居住ス

ペースだけでなく，静けさが求められる空間，ある程

度音を出すことが許される空間など，共有空間の適切

な配置を考えるべきである．これを実現するために，

避難所の収容人数は，空間的にある程度余裕を持たせ

ることができる人数に抑えるべきである．

3　応急仮設住宅における音環境の問題をめ

　　ぐって

　震災等の大規模災害により住宅を失った被災者は，

避難所生活を経て，応急仮設受託に入居することにな

る．応急仮設住宅の入居年限は，災害救莇法上は2年

間と定められているが，被災地域の復興状況などに応

じ，それを越えての入居となることもある［10］．

　災害被災者への応急仮設住宅の供与は災害救助法に

より定められており，そのスペックは災害救助法の実

施基準により法的に定められている．応急仮設住宅に

は，単身者用である1DK（19．8　m2），構成員2～3人の

小世帯用である2DK（29．7m2），構成員4～5人の大世

帯用の3K（39．6　m2）の3種類がある．全てのタイプ

の住宅に，トイレとユニットバスが備え付けられてお

り，エアコンも1台ずつ設置されている．さらに，地

域の気候条件等により，追加の対策も認められる．例

えば，新潟県中越地震の際は，寒冷地域であることか

ら，外壁に100mmのグラスウールが断熱材として取

り付けられた．また，東日本大震災では，断熱材の追

加取り付け，風除室の設置，トイレへの暖房便座の設

置，2台目のエアコンの設置等が認められている．

日本音響学会音バリアフリー調査研究委員会

日本音響学会建築音響研究会資料
口士喜郷瀞A距茎　立　　十E　　舌恥　m　　殖　　A

5 AA2011－40

1LT　　　n（t　l　　　　AF7



　このように，地域の実情に合わせた対策がなされ

てはいるものの，応急仮設住宅の生活環境は，長期に

渡っての生活を送る空間として，必ずしもふさわしい

ものではない．特に，音環境に問題があることについ

ては，これまでの災害時にたびたび指摘されてきてい

る［11，121．

　そこで著者らは，前章でも紹介した新潟県中越地震

の際の山古志村の避難者を対象とした避難生活に関す『

る調査とその追加調査の結果から，応急仮設住宅の音

環境の問題についての回答に着目した検討も行い，さ

らに，その結果とそれ以前の災害時の応急仮設住宅に

おける音環境の問題と比較を行った［13］．3．1節では，

その結果を概観する．

　また，東日本犬震災では，甚大な数の応急仮設住宅

が必要とされているばかりでなく，津波の被害のため

仮設住宅を設置できる地域が限られているため，応急

仮設住宅の立地が大きな問題となっている．そのため，

立地に起因；S’る音環境の問題も生じている．3．2節で

は，この問題について述べる．

3．1　新潟県中越地震時の応急仮設住宅にお

　　　ける音環境の問題

　新潟県中越地震の際山古志村からの避難者向けの

仮設住宅は，長岡市郊外のお互いに歩いて移動できる

範囲内にあるニュータウン3か所に設置された．入居

の際には，山古志村での集落コミュニティが応急仮設

住宅でも活用できるよう，集落単位での住宅の割り当

てがなされた．応急仮設住宅への入居は，前述のとお

り，震災後49日目から61日目の間に順次行if？れ，震

災のあった2004年内に完了している．

　前章でも示したように，著者らは，山古志村民を対

象とした避難生活全般に関するアンケート調査とイン

タビュー調査を，2005年8月に実施した．本節では，

同調査の申のアンケート調査で得られた，応急仮設住

宅における生活環境（「生活空間の広さ」「応急仮設住

宅内の温度」「明るさ」「音」「におい」「プライバシー

の確保」「風呂」「トイレ」「その他設備」の9項目）に

対する愁訴の有無と，応急仮設住宅生活でのストレス

経験（「不安を感じた」「不愉快を感じた」「ストレス

を感じた」「入付き合いで困った」の4項目）の有無

についての回答と，インタビュー調査で得られた，音

環境の問題の具体的内容についての回答を検討対象と

する．アンケートの有効回答数は，87票である．

　また，2005年の調査以降の1年間で，生活環境の

問題やストレスの感じ方に変化があったのかについて

検討するため，2006年8月に追加調査を行った．調

査内容は，2005年調査のアンケート調査及びインタ

日本音響学会音バリアフリー調査研究委員会

日精欝鍵筆章餐璽窪含琴料

ビュー調査に準ずるものであり，本節で取り扱う設問

については，「この1年の間で」という期間の限定をつ

けたことを除き，全て同一である．この調査では，全’

てインタビュー形式で調査を行った．

　調査対象者は，2006年8月7日から10日の間に仮

設住宅に在宅であった137名であり，2005年の調査

同様，年齢層と性別に関して，出来る限り広い層から

話が聞けるよう，訪問する家庭を調整した．2005年の

調査と2006年の調査の両方に回答したものは19名で

あった．本稿で検討対象とする設問全てに回答してい

る回答者は122名である．

　調査者は福島大学の教員5名と学生21名，福島県

立医大の研究員1名である．このうち，福島大学の教

員4名と県立医大の研究員1名が2005年の調査にも

参加している．

3．1．1　応急仮設住宅における音環境の問題

　2005年，2006年両調査における，応急仮設住宅の

各生活環境要素に対する愁訴者数を表3に示す．避難

所の場合同様，ここでも「風呂」「トイレ」「その他設

備」は同時に指摘されることが多かったので，分析の

段階で「設備の問題」として統合した．x2分析の結

果，2005年と2006年の調査の間で，全てあ生活環境

の問題について，愁訴率に統計的な有意差はみら塾な

かわた．

　音の問題は，2005年の調査では回答者の402％が，

2006年の調査では回答者の45．9％が愁訴しており，生

活環境に対する問題の中では，4番目に愁訴数の多い

問題であった．音の問題に対する愁訴は，生活空間の

広さや設備の問題といった，応急仮設住宅そのものに

対する愁訴と比べると，愁訴者数が少ない．この傾向

は，前章で示した避難所における生活環境に対する愁

訴の場合と同様である．

　表4に，2005年，2006年両調査のインタビューにお

いて，応急仮設住宅における音環境の問題として，具

体的に指摘された内容を示す．回答は，2005年の調査

においては音について愁訴した35名中23名（65．7％）

から，2006年の調査においては音について愁訴した

56名全員から，得られている，

　指摘された具体的な問題の愁訴率は，「犬の鳴き声」

を除けば，両年の調査において統計的な有意差は見ら

れない．しかしながら，多くの問題において，2005年

の調査より2006年の調査において指摘率が上がると

いう傾向が見られる．その中で，隣人の声，テレビの

音，雨音，犬の鳴き声の4種の問題については，逆に

2006年の調査において指摘率が下がっている．

　ここで，「大きな音を出すことが出来ない」という回

答があったことに着目する．これは，応急仮設住宅は
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表3：応急仮設住宅の生活環境の問題に対する愁訴者数

愁訴者数

生活環境要素 2005年調査　　2006年調査　X2検定

応急仮設住宅内の温度

設備の問題

生活空問の広さ

音

プライバシーの確保

におい

明るさ

0
0

4
ド
0

5

（

U
噌
⊥

5

ρ

0
ド
0
ド
0

9
U

り
召

『

⊥

（72．4％）　　93　　（76．2％）

（62．1％）　　85　　（69．7％）

（63．2％）　　77　　（63．1％）

（40．2％）　　56　　（45．9％）

（23．0％）　　30　　（24．6％）

（12．6％）　　21　　（17．2％）

（5．7％）　　10　　　（8．2％）

n．5．

n．3．

n．s．

n，8．

n．8．

n，8．

n．8．

表4：応急仮設住宅における音環境の問題の具体的内容

愁訴者数

音の問題 2005年調査　2006年調査　　X2検定

生活騒音

車の音

隣人の声

子供の声

「大きな音を出すことが出来ない」

テレビの音

イベントの音

雨音

犬の鳴き声

全体的にやかましい

何かの機械の音

若者のはしゃぎ声

7（30．4％）22（39．3％）

3　　（13．0％）　　11　　（19．6％）

8　　（34．8％）　　11　　（19．6％）

．2（8・7％）6（IO17％）

0　（0．0％）　6（10．7％）

4（17．4％）4（7．1％）

0　　　（0．0％）　　　3　　　（5．4％）

1　　　（4．4％）　　　2　　　（3．6％）

5　　（21．7％）　　　1　　　（1．8％）

0　（0・0％）　1　（1．8％）

0　（0・0％）　1　（1．8％）

0　（0．0％）　1　（1．8％）

　n．8．

　η．8．

　η，．8．

　η・8・

　n．3．

　π．8．

　n．3．

　γ乙．5．

p＜0．05

　n．3．

　η，．3．

　n．3．

表5：応急仮設住宅における音環境に対する愁訴とストレス経験との関係

　　　　　　　　　　　　　（a）2005年調査

音の問題

体験したストレス 愁訴率 愁訴率 x2検定

不安を感じた

不愉快を感じた

ストレスを感じた

人付き合いで困った

0

0
Q
O

ハ
0

り
召

「

⊥

－
↓

（57．1％）　　15　　（44．2％）　　　　n。s．

（28．6％）　　　5　　　（9．6％）　　p＜0．05

（51．4％）　　12　　（23．1％）　　p＜0．05

（17．1％）　　　1　　　（1．9％）　　p＜0．05

（b）2006年調査

音の問題

体験したストレス 愁訴率 愁訴率 x2検定

不安を感じた

不愉快を感じた

ストレスを感じた

人付き合いで困った

7
・

7
．

n
∠

9
一

　
－
⊥

り
乙

－

（12．5％）
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音がもれやすいため，大きな音が出せなくて不自由で

あったという趣旨の回答である．このような回答が得

られたということは，応急仮設住宅の住民は，まわり

に迷惑をかけないように，音に気を使って生活してい

たことを意味すると考えられる．このように見ると，

生活者自身がその音量をコントロールすることが容易

である話し声やテレビの音は，住民それぞれがそれら

の音量を気にすることにより問題が起ζりにく．くなり，

その結果としてそれら問題の指摘率が2006年の調査

において下がったのではないかと考えられる．これに

対し，生活騒音や車の音のような，比較的音量のコン

トロールが難しい騒音が相対的に目立つようになり，

それらの指摘率が上がったのであろうと考える．

　なお，犬の鳴き声の指摘率が減少したのは，避難勧

告が解除された地域において，犬を先に山古志に連れ

て帰るなどしたため，応急仮設住宅ii）・ら犬が減ったた

めであった．

3．1．2　応急仮設住宅における音環境の問題とストレ

　　　スとの関係
　応急仮設住宅における音環境の問題とストレス経験

の関係を，x2分析により検討した．結果は表・5に示す

とおりであり，両年の調査とも，「不愉快を曄じた」「ス

トレズを感じた」「人付き合いで困った」の3つのスト

レス経験において，統計的に有意な関係が見られた．

　ここでインタビュー調査で得られた，具体的なスト

レスの原因についての回答を見ると，「不愉快を感じ

た」についてはバイクの音や雨音など，「ストレスを感

じた」や「人付き合いで困った」については向かいの

家あるいは隣の家がうるさいといったように，音に関

することを挙げている回答者が存在する．それに対し

て，「不宋をかんじた」については，将来の見通しと山

古志の自宅のこと（雪でつぶれないかなど）が主であ

り，音に直接関連する回答はなかった．これらは，x2

分析で得られた結果を支持するものと言えよう．

　なお，・前章で述べた避難所の場合と同様に，多重ロ

ジスティック回帰分析を行ったところ，音の問題につ

いては，有意なオッズ比が得られなかった．このこど

から，応急仮設住宅における音の問題とストレスの間

の関係は，避難所の場合ほどははづきりした関係では

ないと考えられる．

3．1．3　他の災害時の応急仮設住宅における音環境の

　　　　問題との比較　　　　　　　　　　・

　本章冒頭で述べたとおり，応急仮設住宅の音環境の

問題は，新潟県中越地震以前の災害時から指摘され続

けている問題である．そこで，本節では，山古志村の

応急仮設住宅入居者の音環境に対する愁訴率と，過去

の災害時のそれとの比較を行う．

表6：応急仮設住宅による生活環境問題に対する愁訴

　　数の違い
　　　　　　　　　音の問題

被災地 愁訴数

山古志（2005）　35　（40．2％）

山古志（2006）　56　（45．g％）

神戸　　　　　116　（68．2％）

島原　　　　　109　（83．2％）

温度の問題

被災地 愁訴数

山古志（2005）　63　（72．4％）

山古志（2006）　g3　（76．2％）

神戸　　　　　132　（77．7％）

卑原　　　　　98　（74．8％）

　比較の対象としたのは，阪神大震災の際の神戸市の

応急仮設住宅における調査（1996年，η＝170）［12】と，

雲仙火山災害の際の島原市の応急仮設住宅における調

査（1997年，n＝131）［12］であり，音環境に対する愁

訴と㌔応急仮設住宅の室温の問題に対する愁訴につい

て検討する．これらの2つの調査において，応急仮設

住宅の室温に対する設問は著者らの調査と同一である．

そして，音環境の問題に対する設問は，著者らの調査

右は「音の問題で困ったことがあるか」と広く尋ねて．

いるのに対し，これらの調査では「隣の物音」に限定

した設問となっている．

　各応急仮設住宅における音の問題，及び，温度の問

題に対する愁訴数を表6に示す．X2検定を行ったと

ころ，音環境の問題については有意差（p＜0．001）が・

見られ，室温の問題については有意差は見られなかっ

た．有意差が見られた音の問題について，ライアンの

方法を用いて多重比較をしたところ，山古志の両調査

問を除く全ての間で5％水準で有意差が見られた．こ

れらの結果より，室温の問題については，どこの応急

仮設住宅においても同程度の割合で住民から愁訴され

ているのに対し，音の問題の愁訴率は，島原の応急仮

設住宅において最も高く，山古志村の応急仮設住宅に

おいて最も低いと言えよう一■上述の通り，本調査にお

ける音の設問は；神戸や島原における調査と比べると

広く聞いているため，設問が同じであった場合は，さ

らに差が広がっていたであろうと考えられる．

　神戸と島原の調査を行った高橋は，2つ調査結果の’

比較より，「島原の入居者は，アパートやマンションな

どに居住経験がない．このように，隣近所の生活をあ

まり気にしないで生活してきた被災者にとっては応急
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仮設住宅の居住性はかなり不満であった」［12］と述べ

ている．しかしながら，山古志村の被災者は，アパー

トやマンションなどの居住経験は少ないにも関わらず，

音に対する愁訴率は最も低いという結果が得られてい

る．このことより，応急仮設住宅における音の問題の

愁訴の多寡は，単にアパートやマンションなどの居住

経験といった要因で決定されるわけではないと考えら

れる．

　山古志の応急仮設住宅で音に対する愁訴が少なかっ

た原因の1つとして，前述したとおり，応急仮設住宅

入居者たちは音に配慮した生活を送っていたと考えら

れることが挙げられる．それに加えて，山古志村民は，

村での集落コミュニティを活用するため，集落単位で

まとまって応急仮設住宅に入居していた．騒音問題の

社会的性格を考慮すると，こうした，住民の社会関係

のあり方を考慮した部屋割りが，仮設住宅における騒

音問題を一定程度緩和する役割を果たすとしても，お

かしくはないであろう．さらに，音に配慮した生活を

送るということ自体が，まわりのコミュニティを意識

した生活様式であると言うことも可能であろう．この

ように考えると，応急仮設住宅の部屋割りの際には，

音環境の問題の発生を抑えるという観点からも，入居

後の応急仮設住宅での社会関係のあり様を十分に考慮

する必要があると考える．

3．1．4　　，』寸舌

　山古志村の被災者を対象とした応急仮設住宅での調

査より，応急仮設住宅における音環境の問題について

明らかとなったことは，次のとおりである．山古志の

被災者たちは，応急仮設住宅において，音に一定の配

慮をした生活を行っていたと考えられる．音環境の問

題は応急仮設住宅での生活の申で感じた，不愉快さ，

ストレス，人付き合いでの困難という3つのストレス

経験との間に統計的に有意な結びつきがあった．応急

仮設住宅の住民間の社会関係のあり方を十分に考慮す

ることで，音の問題に対する愁訴を一定程度減少させ

ることができる可能性がある．

3．2　応急仮設住宅の立地に起因する音環境

　　　の問題

　日本赤十字社が地方公共団体向けに作成したr応急

仮設住宅の設置に関するガイドライン』［15］によれば，

応急仮設住宅の建築可能地域の洗い出しにあたっては，

「建設可能面積」「ライフラインの状況」「道路・交通

の状況」といった項目に加え，「保健衛生」や「福祉の

確保」等の具体的項目を含む「生活環境の状況」を調

査することが求められている．

　しかしながら，今般の震災において設置された応急
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仮設住宅の中に，「急を要していたため，環境面をじっ

くり検討する時間がなかった」という理由から，高速

道路に面する地域に応急仮設住宅が設置され，住民が

騒音に悩まされているという事例があることが報道さ

れている［16］．同報道によれば，住民はこの問題に対

して遮音塀の設置を要望しているが，行政の担当者は

「我慢していただくしかない」と回答しているとのこ

とである．

　音環境の条件がよくない立地に設置された応急仮設

住宅は，報道されたこの1か所だけではない．そして，

問題となる騒音源も，高速道路や幹線道路といった道

路交通騒音ばかりでなく，貨物ターミナル駅の隣接地

に設置されたケースや，東北新幹線及び東北本線の高

架沿い設置されたケースなど，錐道絡みの場合もある．

これら事例の立地に共通するのは，津波の心配がない

地域で，まとまった面積が確保できるという2条件で

ある．

　このような問題が起こったのは，残念ながら，今回

が初めてのことではない．例えば，阪神大震災の際に

神戸市で騒音行政に従事していた瀬林は，自動車道の

騒音や鉄道騒音が問題となった応急仮設住宅があった

ことを報告している［17］．

　既知の騒音問題がまたしても生じ，その中には報道

された一件のように，住民に我慢を強いるという形で

の幕引きが図られかねないものがあるという現状は，

音環境の問題は，少なくとも応急仮設住宅の設置担当

者に，緊急時であっても考慮されるべき問題とは認識

されていないことを意味する．そしてその根源には，

音環境の問題が人の尊厳と福祉に関わる問題である

［18］ということが十分に周知されてこなかったことが

あると考える．

　今回，既に起きてしまった問題に対しては，防音塀

を設置するなどの対策を早急に実施する必要があろう．

また，再発防止に向けて，音環境の問題は人の尊厳と

福祉に関わる重要な問題であることを広く周知し，特

に，地方自治体に対しては，応急仮設住宅の立地を考

える際に，音環境について検討することが必須である

ことを，この機会に周知徹底する必要があると考える．

4　震災による音環境の変化をめぐって

　東日本大震災の影響により，日本の音環境は様々な

面で変化している．それら変化の中には，地震や津波

の直接的影響により変化したものもあれば，福島第一

原子力発電所の事故が遠因である電力不足の影響によ

り変化したものもある．そのため，音環境の変化は，

直接の被災地のみならず，より広範囲で起こっている．

　これらの変化の中には，例えば視覚障害者のように，
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　日常生活の中で様々な音を利用している方々に対して，

　生活上の問題を引き起こしているものもある．著者が

　震災後に視覚に障害を持つ友人・知人と話したり，メー

　ルでのやりとりをした中だけでも，いくつかの間題が

　指摘されている．また，視覚障害者団体の機関紙の記

　事の中に，いくつかの問題が取り上げられてきている．

　　そこでこの章では，震災による音環境の変化が引き

　起こした問題について，特に視覚障害者レ；とっての問

　題を中心に，°簡単な検討を行う．

　4．1　音案内をめぐって

　　　「視覚障害者の音による移動支援のためのガイドラ

　イン」［19］は，高齢者，身体障害者等の公共交通機関を

　利用した移動の円滑化の促進に関する法律（通称：交

　通バリデラリー法）の施行を受けて策定され，高齢者，

　障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（通称：

　バリアフリー新法）施行後も引き継がれている、この

　ガイドラインの中では，視覚障害者が公共交通機関を

　利用する際に，特にニーズが高く，案内が有効である

　ことが想定される音案内として，鉄軌道駅の改札，エ

　スカレーター，トイレ，ホームカ、らの階段，地下鉄の

　地上出入口に音案内を設置することを求めている・

　　これらの音案内のうち，少なくとも駅の有人改札口

　に設置することが求められている誘導チャイム音は，

　震災当夜のJR新宿駅では，駅構内の人々に対し，当

　日中の電車の運転の予定はないので駅構内から退去す

　るよう警察官が呼びかける中も，鳴り続けていた・し

　かしな浄ら，東京在住の視覚障害者によれば，電力の

　供給量が減り，計画的停電が行われていた時期に，有

　人改札口の誘導チャイム音とホームからの階段に設置

　される鳥のさえずりが止められたとのことである［201．

　この対応な，それらの音を鳴らしている意味を理解し

　た上での対応であったのだろうか．もし，’そうである

　ならば；音を鳴らすことによる効用（視覚障害者の移

　動の円滑さの確保）と音を止めることの効用（節電効

　果）を考慮しての対応であったあであろうか．音環境

　の公正さ［18】という観点からの疑問が残る対応である．

　　東京でこのようなことがあったため，関西の鉄道事

　業者も節電対策を行うことが発表された際関西の複、

　数の視覚障害者団体が合同で鉄道事業者に緊急要請を

、　行ったが，その際「改札口や階段を知らせる音声やチャ

　イムは，なくしたり小さくしないこと」という項目が

　入れられている［21］．

　　　また，千葉在住の視覚障害者は，駅でエスカレータ

　　が止まっていることのアナウンスが無く，張られてい

　　たロープにぶっかって気が付いたという経験をしたと

　　のことである［22］．これは，当該エスカレーターに音

　　が設置されていないことが遠因でないかと推察され

る．というのは，日頃からエスカレータで音案内が鳴

らされていれば，それが鳴っていないことに気付いた

時点で，エスカレータが止まっているということに気

付くと考えられるからである．それゆえ，この指摘は，

ガイドラインでエスカレータに音を設置することを求

めていることの妥当性を支持するものであると考えら

れる．

　これらの問題に関連して，上述の東京の視覚障害者

は，今般の震災を境に，困っている時に声を掛けてく

れ筍人が増えたと述べている［201・当たり前のことで

あるが，都市のバリアは，周囲の人の支援によって乗

り越えることもできる．バリアフリv－．一対策を考える際

音案内を設置するなど，とかくハードウェアの設置に

頼った方策に走りがちである現状を一度再考してみる

必要があるのかもしれない．

4．2　まちの静けさ／うるざざをめぐって

　震災後，被災地では石油の配送ルートが途絶えたた

め，燃料り入手が大変困難となった．例えば，福島市

内でガソリンが通常通り購入できるようになったのは，

4月1日前後であうた．そのため，不要不急の外出が

控えられる傾向にあった．また，福島県内の避難地域

には指定されていないものの，放射線量が比較的高い

地域では，放射線の影響を避けるkめに，外出が控え

られていた．さらに，計画停電が実施された地域では，

それへの対応として外出を控えるということもあった

ようである．これらのことが原因となり，震災後一一一・・定

の期間，まちが通常より静かな状態であったという地

域が各地にあった．

　このことについて，ある視覚障害者は私信の中で

「震災後1か月程度は，町中がすごく静かで，すごく

歩きやすかった」と述べている，著者は，まちを静か

にすることは，視覚障害者が歩行の際に必要とする音

の情報をより聞き取りやすくするごとにつながり，彼

ちにとっての安全・安心な環境を構築することになる

どいうことを指摘してきているが［23］，震災がもたら

したまちの静けさに対するこのような反応は，この指

摘を支持するものであると考える．

　倒壊した建物の取り壊し作業や，各種復旧工事が始

まると，その周辺の騒音レベルは著しく高くなること

もある．このことにより，「道路を渡る時に車の音が聞

こえず，渡れるタイミングがわからない」，「町中で手

がかりにしでいる音が聞こえなくなってしまい，混乱

した」などの問題が，複数の視覚障害者から指摘され

ている．大規模な工事現場や工事現場が道路にかかる

ような場合であれば，警備員が配備されるため，これ

らの問題にある程度対処ができるが，それらに該当し

ない工事現場の場合は，現状では警備員が配備される
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ことな稀である．そのような場合の対処法を考えてお

く必要があろう．

4．3　環境の変化に起因する音の問題をめぐ

　　　って

　地震による建物や塀の倒壊や路面の変化といった環

境の変化も，音環境の変化の原因の1つである．そし

て，これらの変化が引き起こす問題もある．

　震災後，建物や塀が無くなったこξで，靴音や白杖

の音の反響が変わってしまい，曲がり角などがなかな

か発見できず戸惑ったという経験談は，複数の視覚障

害者から伺っている．また，道路のでこぼこが増えた

ことについて，車の音が聞こえやすくなったと述べて

いる方もいたが，車に乗っている際の聞こえと体感が

変わってしまい，通りなれた道であっても，どこを走っ

ているのかわからなくなってしまったと述べている方

もいた．

　このように，晴眼者にとうてはあまり意識に上らな

いような音環境の変化が，視覚障害者にとっては生活

上不都合な問題として立ち現われてくることもある．

そこで，視覚障害者が震災による音環境の変化をどの

ように感じているのかについて，詳細な調査をしてお

く必要があるのではないかと考える．このような調査

からは，震災時の音の問題のみならず，視覚障害者が

平時には無意識に利用している音情報についても，そ

れに何らかの変化があれば，情報が得られる可能性が

ある．そのため，そこから得られる結果は，平時にお

ける視覚障害者にとって安全・安心な音環境をより深

く検討することにもつながっていく可能性を持つであ

ろう．

5　おわりに

　著者がこれまで指摘してきているように；音環境の

問題は，人の福祉と尊厳に関わる問題である［18］．に

も関わらず，どのような音環境を目指していくのか，

あるべき音環境の姿についての広く共有された具体像

が存在しない問題でもある［18，23］．このことが，2章

で述べた避難所の問題にせよ，3章で述べた応急仮設

住宅の問題にせよ，以前の災害時から指摘され続けて

いるにも関わらず，大きな災害が起こるたびに再発し

続けていること，そして，4章で指摘した，節電のた

めに音案内が止められてしまうということの根源的原

因であると考える．従って，このような問題を解決し

ていくためには，著者のこれまでの指摘［18］の繰り返

しとなるが，音環境の問題が人の福祉と尊厳に関わる

問題であることを広く周知した上で，個々の音環境の

問題について，そこに関わる当事者たちが集まり，す

飛ての当事者にとって受け入れ可能な音環境のあるべ

き姿を探究する必要があると考える．

　本稿との絡みで具体的に述べれば，例えば避難所の

音環境については，地域の防災計画を立てる際に，当

該地域の人々が集い，まずは，災害時であっても最低

限守りたい生活環境はどのようなものなのかを熟議す

る必要があろう．避難所設営のための備えは，そこで

の議論で得られた合意に基づいたものであるべきだと

考える．

　応急仮設住宅についても同様で，まず，災害時であっ

ても最低限守りたい生活環境はどのようなものかにつ

いての，広く市民を巻き込んだ議論が必要である．応

急仮設住宅のスペックを決めるのは，それがはっきり

した上での話であるべきなのだ．

　加えて，応急仮設住宅については，平時から，設置

可能な場所はどこにあるのかについて明確にしておき，

そこではどのような生活環境上の問題が起こり得るの

か，事前に検討しておくことも必要であろう，そして，

何らかの事情で，幹線道路沿いや鉄道沿い等の騒音問

題の発生が避けられない場所に設置せざるを得ないこ

とが予測されるのであれば，応急仮設住宅設置時の騒

音対策を予め検討しておく必要があろう．その際，間

違っても，運悪く騒音源に面する棟に入居することに

なったものに我慢を強いることをもって対策とするこ

とは許されない．そのような押し付けは，正義が許容

するところではないからだ［24］．

　さらに，本稿では視覚障害者の立場のみ紹介したが，

様々な立場の方々が感じ取った災害時の音環境（の変

化）について明らかにしておく必要があろう．そのこ

とを通じて，それぞれの立場の方々にとっての，ある

べき音環境の姿が明確化される．音環境をより公正な

ものにしていくためには，それらの多様な声を丁寧に

聞き取ることが求められるのだ［2司．

　世界有数の地震国である日本においては，残念なが

ら，今般の震災が歴史上最後の震災ということはない

であろう．次の震災時に同様の問題を繰り返さないた

めにも，人の福祉と尊厳を保つために，災害時であっ

ても最低限保障すべき音環境の姿を明確化し，それを

実現するための方策を構想するという，音環境政策に

係る議論が必要不可欠であろう．そのためにも，東日

本大震災によってもた弓された音環境の問題について

の多角的な調査が必要であると考える．このような調

査は，また，今発生している問題の解決にもつながる

ことは，言うまでもない．
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